


















































































































































































































































































































































































































































































































て 他面では各国に共通な諸原理によ って支配されるものである。 したがっ
公共労働に関する法的規制を検討するに当っては， 各国の状況ならびに
法制等について考察する必要がある。 それらのすべてについて考察しかし，
ここでは国際労働法この小論のよくするとろこではないので，することは，
の上での取扱いの概観を検討するに止める。
国際労働法という国際的に妥当する特別な労働法の存在はないが，さて，
国際労働機関(InternationalLaborOrganization)を通じて採択される各種
の労働条約や勧告を中心とする国際的な労働に関する規制一般を総称する意
発足当時のILOの主たる関心は最低労味に用いられている。第一次大戦後，
第二次大戦後においては団結権の擁護に関する条働基準の設定にあったが，
約を主眼とする傾向を示している。現在までに制定を染た労使関係を規制す
翌1949年の98号条約がある。 さらに直1948年の87号条約，る条約としては，
接的に労使関係を規制することを目的とするものではないが， 1967年の１０５
号条約があげられる。
ILO87号条約「結社の自由および団結権の擁護に関する条約」 (Convent
rightto
①
freedomofassociationandprotectionof ｔｈｅｒｉｇｈｔｔｏ
労働組合活動
ionconcerning
organize）は， 国家権力による団結権の侵害行為に対して，
＄のである（わが国では，昭4０とを直接の狙いとするの自由を確保するこ
この条約によれば，･６．１４日批准登録)。
鮨Ⅲ
(i1
hi）
(iii）
いかなる差別もなしに団体を設立し， 加入する権利
自ら選択する団体を事前の許可をうけることなしに設立する権利
その団体の規約に準拠することを唯一の条件として，これに加入する
権利
自らの規約および規則を作成する権利耐Ⅲ
⑪
伽
㈱
㈱
完全な自由の下に代表者を選ぶ権利
自らの管理と行動を決定し， 計画を立案する権利
連合体を結成し加入する権利， 国際団体に加入する権利
行政機関によって解散または活動を停止されない
(ix）公の機関は，
とができない
(x）国の法律は，
ならない
団体の権利の合法的な行使を制限し， 妨げ，干渉するこ
この条約に規定する保障を害するようなものであっては
などの保障がなされているのである。
②ＩＬＯ９８号条約「団結権および
（ConventionconcerninIZtheaD
団体交渉権の原則の適用に関する条約」
( ｃｏｎｃｅｒｎｉｎｇｔｈｅａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｏｆｔｈｅｐrinciplesoftheright
toorganizeandtofargaincollectively）は，前述の87号条約と－体をな
すもので， 87号条約が国家からの自由を保障するものであるのに対して，
この条約は労使団体の相互不介入の原則を確立したものである。 その主た
使用者の反組合的差別待遇ならびに組合への支配介入から組合る狙いは，
の自由を保障することにある（わが国では，昭２８．１．２０日批准登録)。こ
の条約によれば，
(i）労働組合に加入せず，
こと
または組合から脱退することを雇用条件とする
(ii）組合員であることを理由に， または組合活動に参加したことを理由と
解雇その他の不利益取扱いをうけることして，
任務の遂行または管理についての自由，(iii）労働組合は，その設立，
御用組合の設立，財政上（
また
財政上の援助の禁止
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などについての保障がなされているのである。
すべての労働者に適用されるILO８７号条約は，軍隊と警察を除いて，
＄のである。したが(軍隊と警察に適用する範囲は各国内法に委ねられる－９条）
団結の自由は公務員たると公共企業体等職員であるとを問わず保障さって，
これらの団結権を制限， 禁止することは許されないのれているのであって，これらの団結 ｜
である。そこで，昭和40年の改正によって， 本条約と明らかに抵触する公共
第４条第１項但書および地方公営企業労企業体等労働関係法第４条第３項，
働関係法第５条第３項， 第５条第１項但書の規定が廃止された。 しかし現在
第２条（自なお存続されている公務員に対する登録制度については， 本条約
得の自由）などの由設立の原則)，第３条（代表者選出の自由)，第７条(法人格取得の自由）
諸原則，ならびに第５条， 第６条の連合体設立の自由等の諸規定との関連に
おいて再検討されるべきものといえよう。
と警察87号条約の適用除外の対象となった軍隊 (armedforces） 察（police）
加盟国の条約
する者，警察
本条約において通用除外の明示がなされたのは，についても，
現に軍隊に属する者，警:
慧から，第９条第２項に，
批准を促進するための技術的理由によるもので，
団結権を認めている国への考慮から，の職員についても
「加盟国によるこの条約の批准は， この条約の保障する権利を軍隊または警
察の構成員に与えている既存の法律， 裁定， 慣行または協約に影響を及ぼす
ものとみなされない」との規定をおいている。このことからしても，この軍
隊や警察の概念を拡大もし <は類推するこ とは適当なものとはいいがたい。
海卜勤務者，監獄勤務者などを治わが国の現行法が消防職員（地方公務員)，
これらの勤務者を警察(police)の安維持の任務をおびるものとの理由から，
大いに検討を加える必要がある。なかに包含している点についても，
この87号条約の適用除外の論理は， 98号条約第５条にも働いている。 98号
，そ条第６条に，「この条約は，公務員の地位を取扱うものではなく，また，
の権利または分限に影響を及ぼすものと解してはならない」 との公務員に関
同条約で保護せんとする団体交渉権は，する特別規定をおくところから， 軍
警察と同様に一般公務員についても否定されるかのよう な問題を生じる。隊，
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この点については，本条約の批准時に，第６条のPublicservantengagedin
theadministrationofthestate（fonctionnairespubics）という原文をた
だ単に「公務員」と訳したことから， 地方公務員や現業公務員のすべてを包
含する概念であるかのような印象を与えたのであるが，本条約における公務
貝の範囲は， まず行政に従事する者であり， その行政が国の行政であるとい
したがって， 現業公務員や単純労務に従う限定下におかるべきものである。
事する公務員には，この９８号条約は全面的に適用されるものと解する。ま
この適用対象の上に保障される団結は， 消極的団結権一結社せざる権利た，
(rightnottoassociate）を包含するものではないことに注意しなければな
らない。このことから，公共企業体等労働関係法第４条第１項本文，地方公
営企業労働関係法第５条第１項， ならびに国家公務員法第108 条２の３項，
Iま，国際的な地方公務員法第52条第３項におけるオープン ･ショップの強制は，
労働基準に反するものといえよう。
次に，８７号，９８号の両条約は， 争議権については何らの直接的規定をおい
ておらず， ILOが現在までに採択した条約， 勧告の中では，105号条約「強
わずかに争議権に触れると思われる条項を制労働の廃止に関する条約」が，
争議権に関しての明白な規定を設けたものはないのである。もつ以外，
公共企業体労働関係法の立法経過Ⅲ
公共企業体の社会的本質ならびに公共企業体等労働の法的本質については
前述してきたが，最後に当って， わが国最初の権利立法制限法と しての公共
企業体労働関係法の立法経過について考察する。 この場合，当時におけるわ
が国のおかれていた現実（憲法の原則を自由に停止し得る最高権限の留保） と国
内の情勢（民主化と占領政策の許容範囲)，ならびにその当時における国際情勢
の動向を度外視することはできない。この意味からも，本法の制定経過の考
察は重要な意味を含むものといえよう。
わが国の公共企業体労働関係法（昭23.12 ･20,法律第257号）が，連さて，
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合国最高司令官マッカーサー元帥の内閣総理大臣宛書簡（昭23。 を
こ
７．２２）
契機として制定されたものであることについては既に公知の事実である。
の書簡によれば，「鉄道ならびに塩，樟脳，
限り，これらの職員は普通公職(reRularci
煙草の専売の政府事業に関する
浸 通公職(regularcivilservice)から除外せられても
よいと信ずる（mightwellbeexcepted)。しかしながら，この場合には，こ
れらの事業を管理し運営するために適当な方法によ り公共企業体が組織せら
るべきである」（Inthisevent,however,publiccorporationsshouldbe
establishedbyappropriateaction)」ということであった。
この書簡を受けて，日本政府は暫定措置として政令第201号（昭23.7.31
を公布し， これによって国家公務員の団体交渉権， 争議権は否認され，これ
の設置については，更めまでの労働協約は失効するものと考え， 公共企業体の設置については，
て研究するという態度をきめた。
ところが，８月11日の対日理事会で，ソ ピエート代表が書面による抗議を
｢マ書簡は日本の労働組合を抑圧する不当な政策である」提出し， と非難し，
さらに８月27日に臨時理事会を開催することを要求した。 そこで８月28日臨
時理事会が開催され，その席上，
た模様であった。この空気を反Ｉ
関係各国の間において激しい議論が交され
この空気 映して，当初のｍｉｇｈｔｗｅｌｌｂｅは（この言葉
から鉄道および専売の従業員の取扱いについては日本政府の判断にまかされるものと
９月上旬に至ってshallｂｅと同様に収扱われることとなり， 鉄考えていた)，
道および専売の従業員を国家公務員から外ずすこと， これに伴なって公共企
業体を組織すべきこと， 公共企業体の従業員については特別な調停， 仲裁の
制度が設けられるべきであること， などの点が明らかにされたのである。
公共企業体の設置ならびに公共企業体に勤務する従業員このようにして，
の労働関係に関する法律の制定につぎ， 日本政府と司令部との間で折衝が開
始されることになったが， 折衝の経過の|既要は次の通りである。
昭和23年９月６日
約メモ」～人事お」
｢交渉事項整理要(民間運輸局オグデソ氏一下山運輸次官）
よび労働関係に関する限り，)限り，「日本国有鉄道の職員は国家
その職階，試験，任命および給与に公務員法の適用を受けるものとするが，
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う一般行政職員とは別個の取扱いをす業務の実態に即応するよついては，
る」との， 原則的には国家公務員法が適用されるとのことであり，こ
ことになっていた。
ところが，翌９月７日
このメモでは，
(民政局ケーデイス大佐一殖田法務総裁および官房長官）
｢助言｣～国鉄・専売の職員については， 公務員の枠から外ずして書簡通りに
せよという趣旨の強い希望が述べられたと伝えられた。
(民間運輸局一岡田運輸大臣および下山運輸次官)「指示｣～日その同じ９月７日
本国有鉄道の機構改革についての原則的指示のなかで， その労働関係につき，
①従業員は，「オープン･ショ
②従業員は，労働条件に関し，
ﾌﾟ制」の下に組合を結成することができるツ
団体交渉をなすことを得るが， 経営および
事業の管理に関与することはできない
苦情ならびに紛争の解決をはかるため，③④
⑤
調停・仲裁の手続を定める
仲裁機関の決定は， 管理者および従業員双方を拘束する
③国有鉄道の公共性にかんが承，
することができない
などの指示がなされた。
その正常な運営を阻害する一切の行為を
｢メモ」～（大要）翌９月８日 (民間運輸局オグデソ氏一下山運輸次官）
①マ元帥は， 下記の如き内容を有する法律を起草し出来得れば来るべき国
会に提案の上施行することを要求する。
労働者には争議権を与えない(i）
lii）
(iii）
労働者は団体交渉権は認められる
争議権が与えられない代わりに仲裁機関を設けて苦情の調整をはかる
ことを要する
この仲裁機関の決定は労使双方を拘束すべきものとする（iv）
②
（i）
（ii）
（iii）
法律案としては，次のものが期待される。
国有鉄道の管理運営に関する公共企業体設置に関する法律
仲裁機関（ArbitrationBoard）の設置
包括的監督機関
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運輸省の再組織に関する法律刺竹
Ｉ
Ｉ
輸送に関する財産の清算および管理
などの諸点についてのメモが手交された。
９月９日（法務局一関係各省次官）「会議｣～この最初の会議では，民間運輸
法律案を臨時国会に提出す局から前日連絡されたと同趣旨の説明がなされ，
旨の伝達があり， その内容として，るよう準備されたい
従業員を公務員の枠から外ずすこと①②
③
④
但し経営管理に関する事項は含まぬこと団体交渉ができること，
争議権は認めないこと
紛争処理の仲裁委員会の制度を設けて労使双方ともその裁定より拘束さ
れるようにすること
などの条件が示された。なお， こんごは法務局（LS）が司令部の窓口として
日本側としては法務庁法制局が各省と連絡して， できるこの問題を扱うが，
限り速やかに準備を進めるということの申し合せがなされたのである。
i達）～この試案は，
その要旨は，
翌９月10日 の伝達）(民間運輸局一｢国有鉄道機構改革要綱試案」
内容的にはこれまで示されたものとほぼ同趣旨のもので，
従業員は，争議権を有しないこと
従業員は，オープン・ショップ制の下に，労働条件に関し団体交渉を為
①従業員は，争議権を有し７
②従業員は，オープ ．
すことを得るものとするが，
できないこと
③苦情の解決をはかるため，
但し経営および事業の管理に関与することは
争議権の代わりに仲裁手続を定めること， 仲
裁機関の決定は管理者および従業員双方を拘束すること
などであった。
以上のような経過をへて， その趣旨司令部の意向が明らかにされたので，
かつ国有鉄道の管理運営上必要と認められる諸事項を盛りこんにもとづき，
で作成された法律案が，昭和23年９月16日付の「国有鉄道機構改革に伴 う日
くの書面ならびに「鉄道労働関係法「鉄道労働関係法」の制定について」
本国有鉄道法労働篇）要綱案」である。 この要綱の立案に当って，当時の運輸
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省(国鉄当局)Iま，アメリカの「鉄道労(動法」「アメリカ公益事業従業員組合規
などを参考としながら，現業独｢ＴＶＡの労務管理方策および労働協約」約ロ
自の労働条件に対応する待遇の確保と， 輸送使命遂行のための労務管理につ
いて独自の立場をとる方針に立った。 ところが，これに対し労働省労政局は，
労務行政の一元化の立場から独自の見地に立って，「公共企業体労働関係調
整要綱案」を作成したのである。この運輸省の鉄道個有の特殊事情に則応す
る法規制定の考え方と， 労働省の複数の公共企業体を一本の法律で規制しよ
うとする考え方との対立は，従来の経過から承れば，またやむを得ぬ当然の
結果であったともいえよう。
９月23日，法制局は最初の試案 (草案）をＬＳに提出したが， そののち関係
1日付の全文29条からなる日本政府第一次案者の間で協議修正の結果，１０月
が作成された。
｢公共企業体職員団体交渉法中に規定せらるべきところが，９月28日付の
大綱の示唆」（Suggestedl
NegctiationsLawforPu
側に提示され（関係者入手ロ
:SuggestedBoadPrinciplesforlnclｕｓｉｏｎｉｎａ“National
Lawf blicCorporation"）と題する書面がＬＳから日本
(関係者入手は10月１日)，この示唆によれば，この案を参酌して
７日までに日本政府案を作成するよ うにと指示してきたのである。10月
その結果，１０月５日，運輸，大蔵，労働の三省の事務当局が法制局に会合
し，１０月１日付の日本政府第一次案と，この示唆を素材として，本文42条附
則４条からなる日本政府第二次案が作成された。
ＬＳにおいて法制局ならびに関係事務当局の合同会議が開催ざ10月７日，
司令部の意向が更に明確化さたるに至った。れ，
の形で示された要綱案を条文化した法１０月13日，さきに示唆（９月28日附）
案要綱がＬＳから書面（10月12日附）と
きに提出した日本政府案（第二次案）
として回付されてきた。内容的には，さ
を訂正したものであった。そこで，再
日本政府案を練り直すこととなり， ＬＳ案に対する修正意びこの案をもとに
すなわち日本政府第三次案（10月19日附） を整理した。見，
法制局において関係各省の打合会を開催したが， 労働省は，こ10月26日，
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れまでの主張を譲らず，
① 争議行為を禁止する条項を直接規定せず， ただ調停，仲裁機関等に関す
る詳細な手続を規定して事実上これをなし得ないようにする
②調停委員会， 仲裁委員会の所管は労働大臣とする
などの点を強調した。そこで， この妥協案として「運輸，大蔵，労働三省事
(昭23.10.26）が記録されるに至った｡務当局と法制局との打合事項」①
② 調停委員会および仲裁委員会の所管は労働大臣とする
この場合において運輸大臣および大蔵大臣は，但し， 調停委員又は仲裁
委員の選任および罷免につき労働大臣と同様の立場において発言の機会を
得ること
運輸大臣および大蔵大臣は，
求し得るものとすること
労働大臣と並んで調停又は仲裁の開始を請
③ 争議行為の禁止を法文に規定せず， ただ争議権の行使に制限を加えるに
とどめたいという労働省の案は， 別途政治的解決にまつこととし，事務的
には争議行為は禁止する現提案で進める
などの点が約束され，このような協議を経て，法制局のとり纏めたのが，本
文42条附則３条からなる日本政府第四次案， すなわち「公共企業体労働関係
法案」
１１月
である。
２日附で新たな法案要綱が民政局（GS）および法務局 (LS）の双方か
この要綱は本文38条附則３条からなるものであったが，ら提示された。 内容
的には９月28日附の示唆の線に近いものであったので， この案に対し必要最
る11月６日附日本政少限の修正を求めることとし，本文45条附則３条からなる1 月６
府最終案が纏められた。
行ない，同日の閣議決尻
この最終案は11月10日法制局において最後の修文を
決定を経て，司令部に報告されたのである。
ところが，ＧＳは，１１月２日附の司令部案を固執し，日本側の閣議決定は
承認できないと拒否した。日本政府は，時の客観的政治情勢から，このＧＳ
ならびＬＳ案を骨子として国会提出案を審議するよ り他はないとの判断のも
しかしながら，最11月10日更めてそのまま閣議に附したのであった。とに，
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少限度の修正を要するものについては， なお関係方面の了解を求めることと
およびＬＳ案の修正案を政府の国会提出法案とするこ とを決定したし，ＧＳ
のであるが，ついに
国会の衆議院に提出，
ＧＳからの許可を得られず，１１月11日原案そのまま第三
同日参議院に送付されたのである。法制局では法案の
国会提出後も関係方面に修正の折衝を重ね， その結果，若干部分の修正が認
められたので，１１月20日正誤手続によって所要の修正を加えた。
衆議院労働委員会では，１１月22,24日の両日にわたり，参議院労働委員会
では，１１月26,27日の両日にわたり，それぞれ公聴会を開催し，各方面の代
表者から公述人の意見を聴収する一方， 連日労働委員会を開催して法案の審
議が進められた。
１１月28日，ホイヅトニー民政局長が，衆参両院議長を招致し，公務員法改
正案のほか四法案は，第三国会を必ず通過させることを強く申渡した（公務
員法改正案のほか日本国有鉄道法，専売公社法，郵政省設置法，電気通信省設置法，
そこで，議院運営委員会公共企業体労働関係法の五法案が国会提出されていた)。
および政府当局で協議の結果，
ることになった。
公共企業体労働関係法が通常国会に持越され
１２月１日，第四国会が招集され，
2項追加，字句修正）を加えて，再Ｅ
公共企業労働関係法案は一部修正（５条
再度国会に提出され，１２月２日国会を通過，
政府原案通り成立を承るに至ったのである。
かくして，「公共企業体労働関係法」は，昭和23年12月20日法律第257号を
もって公布され，昭和24年４月１日より施行されることと定められた（実際
施行は改正により６．１日となる)。
わが国の公共企業体労働関係法の立法経過の概要であるが，以上が， この
連合国司令部と日本政府との折衝の過程， ならびに本法案の国会審議の通過
とくに当時の労働界の動向を無視しては，における国内情勢， この問題の検
討をよくするところではないが，
あわせ考察されたい。
この小論のよくするところではないので，
（筆者は当時，衆議院労働委員会専門調査員）
以上
